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むすびにかえて
はじめに
1999年11月に，中小企業政策の憲法と称されている中小企業基本法が63年の施行以来はじめて抜
本的に改正された。旧法では，大企業と中小企業の聞には経営管理，生産技術，労使関係などの面
で大きな格差が存在しており，このような日本経済の二重構造を解決することなしには産業構造の
高度化と国際競争力の強化は達成しえないという観点から，中小企業の近代化が基本課題に設定さ
れていた。しかし，その後の高度経済成長期を経て80年代に日本経済が圧倒的な国際競争力を確立
するに至り，中小企業近代化政策はその歴史的使命を終えるに至った。
そして， 1980年7月に発表された中小企業政策審議会意見具申 i1980年代の中小企業のあり方と
中小企業政策の方向について」は，こうした状況を踏まえて，中小企業の位置づけを抜本的に見直
した文書であった。そこでは「中小企業が本質的にはわが国経済社会の前近代的体質に依存した衰
退の運命にある存在ではなく，近代的な性格をそなえて，合理的，積極的に発展してきた，また発
展していきうる企業活動の分野であるという認識」に立ち r活力ある多数として中小企業を積極
的に評価すべきであるという認識」が示された(1)。
その後，バブル経済の時期を経て90年代の経済構造転換の局面を迎える中で， 21世紀を院んだ新
たな政策的課題は，国による一律的・画一的な支援から中小企業・地域経済の個性を踏まえた自立
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的・自律的展開を支援する方向に大きく舵を切り替えるため，中小企業基本法が抜本的に改定され
旧法では地方公共団体の施策に関して第4条でるに至ったのであった。拙稿との関連で見ると，
と規定されていた。「地方公共団体は，国の施策に準じて施策を講ずるように努めねばならない」
わが国の中小企業の全般的なレベルアップを追求することが， 60年これは，業種と地域を問わず，
代の焦眉の課題であったことに起因するものであった。
しかし90年代に入ると，基本的な中小企業の体質の近代化・高度化の課題が達成されたとの判断
から，中小企業の固有技術の先鋭化ないし地域産業集積の特質・個性の強化が，新たな課題として
国のサイドから提起されるに至った。その結果，新しい基本法では第6条の地方公共団体の責務の
中小企業に関し，国との適切な役割分担を踏まえ規定で「地方公共団体は，基本理念にのっとり，
及び実施する責その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し，て，
自治体による主体的・創造的な政策立案と遂行が求められている。務を有する」と明記され，
自立的・自律的地域経済振興の条件と課題の要点を考察することにしよう。
日本経済の構造転換と地域経済・中小企業の新たな役割と課題
そこで本稿では，
1. 
(1 )豊かな社会の基礎単位としての地域の要件
人間豊かな暮らしが実感できる地域社会を再生するためには，日本の文化と伝統を土台とした，
同士の生き生きとした出会い・触れ合いと賑わいが渦巻き，多種多様な家庭環境・肉体条件・年
そのために代・性53IJ・職業・価値観の人々が定住し交流できる環境と条件が必要となる。そして，
(図 1参照)。「地域」は，少なくとも次の3つの機能を個性的に充実する必要がある
人間発達と生活文化を育む地域社会の3つの構成機能図1
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第 lの機能は，それぞれの地域で生活する人々に雇用と所得の場を保障し，日常生活に必要な財
やサービスを提供するとともに，その経営成果の一部を税として国や自治体に収める「経済・営業
機能」である。この機能が地域密着型の企業(その中心は中小商工業)によって担われている度合
いが大きいほど，地域の所得や雇用ならびに税収の面で特定の大企業の動向に地域の先行きが左右
されることが少なく(地域経済の自立性).また経済活動の交流・連携の多様な展開と人的交流の
活性化(地域経済の自律性)が期待される。地域の暮らしの土台を形成する経済・営業機能の評価
と配置に関して，これまでのようなキャッチアッフ型の経済性・効率性中心の中央主導型政策から，
戦後発展過程の中で形成されてきた産業集積を基盤とした上で，地域産業の個性を確立・先鋭化す
る方向での地域主導の内発的産業振興という方向性が重要になる。
第2に，地域社会は人聞がそこで生まれ，育ち，家庭を持ち，美しく老いていく場としての「生
活・福祉機能」を十分に果たす必要がある。この機能のあり方は，基本的にその地域の経済・営業
機能の特質によって規定さる。例えば，企業城下町では特定の大企業にとって役に立つ労働力の維
持と再生産という観点が中心となって生活・福祉機能が整備されるため，その基準をはずれた人間
や家族にとって暮らしにくい環境とならざるをえない。加えて，国際市場をターゲ、ットにする量産
量販・低価格志向型の大企業に過度に依存した地域経済の場合，経済のグローパリゼーションの渦
中にあるかぎり，条件次第では工場閉鎖や海外移転は常に考慮しておかなければならない。その結
果，地域の生活・福祉機能は極めて不安定なものとならざるをえない。それゆえ r暮らしそのも
の」と「暮らしの環境Jの個性と多様性を確保するためには r暮らしの土台」となる経済・営業
機能が地域に根ざした中小商工業によって，より多く担われる方向が追求される必要性がある。こ
の点に，まちづくりと地域産業政策の関連性・一体性の根拠が求められる。
第3に，経済・営業機能と生活・福祉機能が両輪となり，それらの機能が長い年月を経過する中
で歴史的に形成されてくるのが，それぞれの地域の個性を踏まえた地域社会教育機能であり，地域
生活文化機能である。人間が成長・発達するためには，家庭教育・学校教育と並んで，地減特性を
持った社会教育機能の充実が不可欠である。商!吉街や町工場は，生活に必要な財やサービスを生産
し供給するだけではなく，それらは地域住民や子供たちにとって，日常的な出会いと交流，触れ合
い，語り合いの場となっており，無意識のうちに重要な社会教育機能を果たしていることが再評価
されるべきであろう。
(2) 日本的生活文化の土台となる地域経済と中小企業
ところで，戦後日本経済の成長を主導してきた自動車・家電などの電機・機械工業製品は，生活
の利便性・快適性の向上に貢献するものであり，国や民族を超えて共通して求められる製品群であ
り，文明型の産業・製品として特徴づけられる。それらは豊かな社会の必要条件として位置づけら
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れるものであるが，それだけでは文化的で豊かな暮らしは実現できない。重化学工業に特化して急
速な発展を遂げた日本が. i豊かさを実感できない経済大国」というジレンマに陥っている最大の
理由はここにある，といえよう。
豊かな社会を支える経済的十分条件を構成するのは，暮らしに直結する衣食住に関わる産業を中
心に生み出される個性的な財・サービスであり，文化型の産業・製品として位置づけられよう。こ
れらは生活に欠くことのできない製品・サービス群であり，とくに中小企業を中心とした地域経済
が主な担い手となっている産業領域である。文明型・文化型という産業類型についての私見は別稿
に譲るとして，そのイメージを表 1・2で示しておくことにしよう (2)。
そして，個性的で豊かな社会として自他ともに認める国々(例えば， ドイツ，フランス，スイス，
スウェーデンなど)では，衣食住を中心とした生活必需品の経済領域では固有の文化・伝統を踏ま
えて，徹底的に民族性・地域性を大切にしたモノづくりと供給システムが地域に根ざ‘した中小企業
によって保持されている。このタイプの地域経済と製品が民族・地域文化の物質的土台を形成して
おり，自前の生活文化と豊かな暮らしを体現する製品群である。また，先進国のこの分野の製品・
サービスは，徹底的に民族性・地域性に特化した高級品であることによって，逆に高度な国際性を
持ちうる分野でもある。
このように考えると，フロント・ランナー型への構造転換に直面している日本の工業振興に関し
て，情報・ハイテク関連の産業振興やベンチャービジネス振興一辺倒ではなく，欧米にモデルを求
めていたキャッチアップ段階では軽視されてきた衣食住関連の日本的なモノづくり機能が再評価さ
れるべき段階に立ち至っており，そこでは地域特性を活かした工業振興に新たな展望と可能性が期
待される。
こうした観点から日本の衣食住関連産業を見直してみると，欧米の先進国とは異なった発想・特
徴が存在している。例えば「衣」を見れば，合理主義を基本に据えた欧米の場合，体が三次元の曲
面であるため，洋服は曲面の立体裁断で造られている。しかし，和服は人間の体型を無視し，素材
を二次元の平面・直線裁断で加工している。その結果，着るのが難しく，歩きにくい。だが，一着
の和服はその時の雰囲気次第で異なった着こなしが可能であり，また同じ和服でも着る人の個性に
よって異なった雰囲気を漂わせる。まさに自己実現・自己表現に最適なファッションといえる。加
えて，ウエストが5センチや10センチ太ろうが痩せようが十分に対応できる。そして，時間的なゆ
とりが前提条件となる豊かな社会では. i洋服のように活発な行動がしにくい」という弱点は消え
去り，和服でなければ味わえないTPO(時間・空間・状況)が出現するであろう。
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表 1 文明型産業と文化型産業のイメージ
文 明 型 産 業 文 化 型 産 業
(規+各化・標準化・低価格・量産量販) (専門家・齢lJ性・適性価格・質産質販)
暮らしと人間性発達の 合成建材プレハブ住宅 本格木造手造り住宅
基礎となる生活必需品 規格化・低価格志向の既製服 個性発簿型の競え服・和服
-健康余暇関連の産業 画一的なファミリーレストラン こだわり・ふれあいの飲食庖
ハイテク・機械工業な フォルクスワーゲンの大衆車 メルセデス・ベンツのSクラス車
ど生活の利便性・快適 ME機器利用の大量生産 熟練活用型の個別・少量生産
性の向上に関わる産業 コンヒ。ユータ制御の無人工場 人間が主役のモノづくり
表2 文明型産業と文化型産業の特徴比較
文明型産業の特徴 文化型産業の特徴
(豊かな社会の必要条件) (豊かな社会の十分条件)
万国共通 民族的特殊性
社 画一化志向 個性重視
2Z戸込三 普遍性 個別性
原 合理主義・ムダ排除 遊び心・ゆとり
理 大衆性・同質化 自己実現・独白性
グローバリズム ナショナリズム
グローバル・スタンダード志向 ローカル・スタンダード志向
経 国境を超えた外延的国際化 地域に根ざした内なる国際化
済 スケールメリット=大企業 ネットワーク=中小零細企業
地球全体で移転・移動の傾向 地域密着型の経営
原 規制撤廃・自由化への志向 棲み分けのルールの必要性
理 科学技術発展の不i新の適用 文化水準の反映と向上
効率化と生産性の向上 多様性と独倉l性の追求
規格化・標準化の追求 個別化・専門化の追求
機能性の高度化 独創性の先鋭化
経 技術主体(機械設備などの生産手段) 技能・熟練重視
営 素材の合成物質化 天然素材の活用
原 マニュアル化の追求 経験・カン・コツの活用
理 量産量販型産業・経営 質産質奴型産業・経営
徹底的なコストダウン志向 適正価格の追求
労働の無内容化・非人間化の傾向 労働の充実感と労働による人間発達
「食」に関しても，甘味・辛味・塩味・酸味・苦味という五味に加えて，日本には旨味という独
特の味覚表現が存在している。これは周囲を海に固まれ，南北に弓状に細長く横たわり，多様な自
然環境に恵まれた日本列島の立地環境・条件に規定され，自然と共生する中で生まれてきた食文化
である。また，豊かな食文化は「眼で味わう」という発想、を培い，多様な素材を駆使し，多彩な形
状と色合の食器を生み出してきた。料理やお茶の作法まで文化に昇華した民族は他に例を見ない。
さらに「住」についても r日本のドア・扉は，なぜ外に開くのか，なぜ靴を脱ぐのか，なぜ木
と土の文化なのか」という疑問に関して，冬は小雨で低温乾燥の気候で、あるが，梅雨の存在に加え
-173 
て，夏は高温多湿というように四季の大きな気象条件の変化を抜きにしては答えは得られない。日
本の住宅は，このような他国には例をみない自然環境の大きな変化に対応できるように，知恵を
絞って工夫・改良が加えられてきた。その結果，木と土を基本にした住文化が生み出されたので
あった。材木や畳，泥壁や荒壁は，湿度の高いときにはそれを吸収し，湿度が低くなるとため込ん
だ湿気を放出してくれる天然のエアコン機能を持っている。天井板の重ね張りも，換気空間である
屋根裏との空気の適度な流通を考えて完成した技術であり，木造家屋は日本の気候と風土にもっと
も適した建築技術の歴史的集積の賜である。
衣食住に関わるモノ・サービスは命と健康，暮らしの在り方および人間の生き方に関わり，それ
を規定するものである。また，それゆえに文化の香と雰囲気を醸し出す要因ともなり，個性的で豊
かな社会の経済的基盤を形成する。
このような観点から地域経済と地場産業を見直してみれば，日本的特質に裏打ちされた豊かな社
会の土台となる「生活そのものに関わるモノとサービス」は優れて個性的であり，欧米とは異なっ
た発想・原理に基づいている点が注目される。そうであるとすれば，この分野の再評価・再認識と
地域に根づいた発展は，日本独自の文化的トレンドを発信するものであるがゆえに，逆に国際的な
評価を高める方向に作用すると考えられる。真の経済の国際化とは，生産の海外移転や国際取引の
高度化という側面(外への国際化)と，徹底的に民族性・地域性に特化することにより，他国には
ない個性を経済的に形づくるという側面(内なる国際化)を兼ね備えたときに達成されるといえよ
つ。
加えて，大量生産・大量消費・短サイクル・大量廃棄のフロー重視型(使い捨て型)経済は地球
レベルでの資源・環境問題からレッド・カードを宣告されており，とりわけ先進国ではホンモノ志
向・ストック重視の「持続可能な経済システムづくり」が最大の課題となっている。換言すれば，
規格化・標準化原理に基づく「量産量販」型経済から，個別化・専門化を基本とする「質産質販」
型経済への転換が求められている。前者はスケールメリットの追求が基本原理となり，大企業主導
型の経済システムの時代といえる。他方，後者は消費者・ユーザーの個別的なニーズに対して，専
門的能力を基礎に弾力的なネットワーク化でタイムリーに対応する経済システムであり，その主役
は地域密着型の中小企業でなければならない。ここに i21世紀は中小企業の時代」と称される根拠
が存在している。
ここで大企業と中小企業の社会経済的役割を鮮明にするためのキーワードとして， i量産・量
販Jのアンチ・テーゼとしての「質産・質妓」の内容を整理しておこう。製造業の大企業製品は量
産効果を最大限に発揮するため，生産工程の規格化・標準化・自動化を徹底的に追求する。その結
果，完成した製品は高機能・低価格であるが個性に乏しく，時間の経過とともにその美しさや精度
は低下し，製品に対する愛着や思い入れは失われていく。加えて，新製品開発サイクルの極端な短
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縮化やリサイクル・処分上の社会的費用と負担を軽視した過度の合成物質の使用は，使用可能であ
る製品の陳腐化を意識的に促進し(いわゆるムダの制度化).資源の浪費やゴミ問題・環境破壊を
生み出してきた。
天然素材の良さを活かしたモノづこれに対して個別的なニーズに対応し，技能・熟練に基づき，
それを使いこなしていく中で，独特くりでは，製品は出来上がったときはもちろん素晴らしいが，
そのモノに対する愛着が醸成されてくる。例えば，本格木造住宅の風合いやコクが浮かび上がり，
その傷も懐かしい思い出となり，使いこなすの大黒柱の場合には，磨けば磨くほど味わいが生じ，
量産された合成建材の住の場合には，磨いてもこうした効果は現ほどに愛着をかきたてる。他方，
われず，傷は修理の対象にしかならない。
個性あふれる民族的生活文化を支える製品やサービスを質産・質飯原理に基づいて再生産できな
国際的に尊敬される国民経永遠にキャッチアップ過程から脱却することはできず，い国民経済は，
ここに地域経済と中小企業の 1つの重要な将来展望と期待される役割の糸口が済とはなりえない。
戦後日本の経済発展と需要特性の推移図2
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さらに21世紀の最大の課題である資源・環境対策および、福祉・高齢化社会対策に関わる経済課題
クイック・レスポンスで，個性的・地域密着型
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きめ細かく，は，地域特性を十分に踏まえた形で，
の対応方向を求めている。地域特性や個人的ニーズに根拠を置いた中小企業集積の活性化という方
向の延長線上に，独自の色彩を持った地域社会のアンサンプルとしての，日本型の豊かな社会が出
現する。こうした発想に立つと，中小企業と地域経済の21世紀的再生は，日本経済のフロント・ラ
ンナー型への構造転換の重要なカギを握っている，といえよう。
そこで次に，地域に内在する可能性を汲み尽くす方向での地域経済振興政策を考える手がかりと
して，この分野で先進的位置を占めている東京都墨田区を事例として取り上げ，その経緯と要点を
整理することにしよう (3)。
2.東京都墨田区に見る都市型地域経済振興政策の特質
(1)地域経済振興政策への取り組みの背景と特徴
墨田区は，ニットウエアを中心とする衣服類，ハンドバッグなどの袋物・皮革製品，アクセサリ
一類やガラス製品など日常生活密着型の雑貨系軽工業に特化した，中小企業を主体とする典型的な
都市型工業の町として発展してきた。そして， 1970年代後半までは工場数でみると都内最大の工業
集積を誇札雑貨類を中心にした日用消費財工業，これに関連する金属プレス・メッキ加工を土台
にした機械金属工業および印刷IJ.紙器などの情報関連工業という 3つの大きな工業集積に基づき，
その工業集積は今日でも都内トップクラスの位置にある。
ところで，衣服業界を手がかりにして墨田区工業の成長の背景と特徴をみると，次のように要約
される。すなわち，高度成長期に生産の中心がメリヤス肌着からニット製品 (Tシャツやセーター
などの外衣)に移る中で，ファッション・トレンド変化と季節変動に合わせた企画・開発・デザイ
ン機能の重要性の高まりに墨田の中小工場は対応しきれず，これらの機能を集約化・高度化してい
た日本橋を中心とした問屋・商社および大手アパレル・メーカーの下請的な生産・加工地域という
役割に特化することにより，一定の技術水準と品質管理水準を有し，多様なロット・納期への対応
力に優れた中小規模工場の集積地としての存立基盤が拡充されていった。
しかし，頭脳部分を欠落した下請機能特化型工業集積の弱点が70年代に入ると前面に押し出され，
工業統計によると東京都全体での傾向よりも十数年早く，墨田区の工場数は70年の9703工場をピー
クにして減少傾向に転じ， 80年には7996工場へと 2割近くの工場が消失した。その直接的原因は，
墨田区工業の住を形成する日用消費財が中級・大衆品に強くシフトしており，このタイプの製品が
この時期に東南アジアの追い上げに直面し，最大の輸出先であったアメリカ市場と国内市場を奪わ
れていったことにある。
こうして墨田区工業の存立基盤が根本から大きく掘り崩されていく中で， 73年秋の第l次石油危
機とその後の不況を契機に，中小企業・業者の要望をも踏まえ，内発的・主体的な形での地域中小
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企業の振興が区政の最重要課題として位置づけられるに至った。ちなみに，地域産業振興に向けて
行政をあげた取り組みとしては，大都市の基礎自治体では墨田区が最初であった。
そして，内発的地域産業振興の前提作業として，墨田区の中小商工業の実態把握が77年から79年
にかけて実施された。その際，自治体職員が調査の実施主体となったことが重要である。例えば製
造業の場合，区の係長クラス160人以上を総動員し，ヒアリング方式で9313工場(区が把握してい
た工場数)のすべてを悉皆調査した。墨田区の個性的・内発的な地域産業振興政策と行政面での主
体形成の出発点はここにある，といわれている。
この準備作業を踏まえて79年3月に「中小企業の健全な発展と区民福祉の向上に寄与するととJ
(第 1条)を目的として，都区部では初めての「墨田区中小企業振興基本条例」が制定されるに
至った。この条例の特徴として，第3条の基本方針において，まちづくりと密接・不可分な形で地
域産業振興が位置づけられていることと，中小企業の振興は「企業，区民及び区が，自治と連帯の
下に一体となって推進すること」という表現にみられるように，地方自治の本旨に沿った内発的・
自主的な体制づくりが指向されていること，が注目される。
この条例制定を受けて，同年7月に研究者・専門家を交えた墨田区中小企業振興対策調査委員会
が設置され，具体的な振興策の内容と体制づくりが検討され，その後の施策の骨格を明示した「区
内中小企業の振興について」の提言が12月に取りまとめられた。そして，この提言に示された施策
を実現するための具体的な検討を行なう場として翌80年6月に，若手経営者を重視した形で区内の
中小企業の代表から成る墨田区産業振興会議(別名，産業人議会とも称された)が設置され. 2年
間の議論を経て82年3月に 5つの分科会ごとに現実的な提言が打ち出された。こうして.77年に始
まった墨田区の歴史的・具体的な条件と可能性を基礎にした地域産業振興政策を展開するための
「模索と準備の時期(第 1期)Jは82年に終了し，これ以降は多様で創造的な振興施策の展開期に
入っていった。
なお，墨田区の地域産業振興政策の歩みは，墨田区の2000年版『産業振興事業ガイド』によれば，
次のように時期区分されている。第 l期は，墨田区中小企業振興基本条例の制定を軸とした1977年
度から82年度までで「産業振興施策実施基盤づくりの時期Jとして特徴づけられている。第2期は，
82年度から86年度までの時期で「産業振興施策のメニュー化の時期」とされている。その柱は①産
業会館と中小企業センターの建設などの具体的振興策の展開，②まちづくりへの取り組み，③3M
運動などのイメージアップ施策の展開および，④企業台帳の作成など産業情報の収集・提供の4つ
から成り立っていた。第3期は86年度から89年度に至る「産業振興施策の重点化の時期」であり，
「工房ネットワーク都市」づくりを目標に振興策の重点化が図られた時期である。その方向性と課
題は，産業振興を進めていくための指針として87年3月に発表された墨田区版の産業白書『イース
トサイド』と，翌88年3月に取りまとめられたマスターフラン『地域産業活性化のための政策プロ
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グラム』で示されている。そして， 89年度から今日に至る第4期は「産業振興施策のネットワーク
化の時期」として位置づけられ，諸施策のネットワーク化による活路打開の方向性が探られつつあ
る。
第4期の特徴を要約すると，バブル経済崩壊後の新たな経済環境変化に対応した政策指針を確立
するため， 93年に「すみだファッションタウン推進協議会」が設立され，また95年には新しい産業
振興プランが策定された。その要点は，これまでの基本路線を充実する形で，立地上のメリットを
最大限に活用することにより rクイックレスポンス工業(東京大消費市場への提案・即応工業)J
を確立し， r工房文化の都市」を目指すことに置かれた。そして， rすみだブランド推進事業J(工
業機能面)と「すみだものづくり街区整備事業J(工業空間面)という 2つの重点施策事業が設定
された。
他方，振興諸施策の遂行を担う区の庁内機構の整備・充実が，これと並行して実施された。その
結果，中小企業振興基本条例が制定されるまで，産業振興政策は区民部の中の経済課が担当してい
たのが， 80年に部レベルの独立した商工対策室に格上げされ，専任職員数も75年の1人から23人へ
と倍増し，さらに82年6月には2課30人体制へと強化され，今日では非常勤を含め約80人の職員を
擁する商工部として大きな役割を果たしている。
そこで次に，墨田区の地域産業振興政策の到達点とその特徴を，製造業に的を絞る形で見てみよ
つ。
(2)まちづくりと一体化した地域産業振興政策の体系的特質
墨田区の地域産業振興政策の特質は，地道な実態調査を踏まえて地域中小企業の構造転換の基本
課題を明確にした上で，新たな展開方向を個性的なまちづくりと連動させ，地域アイデンティティ
と地域ブランドの確立を同時に指向している点に求められる。
換言すれば，中小企業振興基本条例の精神に則札地域産業振興政策の基本スタンスは，地域産
業の競争力をつけることが地域住民により良い働き方や暮らし方をもたらすことに置かれているこ
とが特徴的である。その際，墨田区の歴史的な成り立ちによって形成されてきた住工商混在のモザ
イク都市という独自的・個性的な形態と特質を大切にしながら， r工房ネットワーク都市」を目指
す中で， 21世紀を切り拓く都市型工業地域として内発的な形で再生することを追求している点が重
要である。
なお，地域中小企業の自己変革の方向づけが，工房ネットワーク都市という表現に集約化された
背景は次のとおりである。既述のように，墨田区工業は企画・開発などの中枢機能を地域外部に依
存し，頭脳は都心，試作と高付加価値製品の多品種・小ロット生産は墨田，量産は地方と海外とい
う分業構造の下で，下請型生産・加工中核基地として発展してきた。しかし，この枠組みを打破し
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ないことには墨田区工業の自立化はありえないことから，ハイセンスな市場ニーズを的確に捉え，
提案型・トレンド発信型のモノづくり地域として自己変革する必要性が明確になった。そして，墨
田区がファッション産業を中心とした日用消費財産業で企画開発機能と販売能力を確立するために
は，感性豊かで創造力とチャレンジ精神に溢れた人々が交流し，生活し，働く場としての Iま
ち」としての墨田区の魅力が最大の問題となる。ここに墨田区の地域産業振興政策が，まちづくり
と有機的に結合されていった根拠が存在していたことを，改めて指摘しておこう。
そこで，墨田区工業はこれまでのような下請型・指示待ち型の単なる生産・加工基地から，頭脳
を持ったモノづくり現場へとレベルアップすることが不可欠となった。その際，小規模工場の比率
がとくに高い墨田区の特性を生かし，規模の大小や，在来型・ハイテク型などの業態特性を超えて，
墨田の工場が目指す理念として，頭脳を持ったモノづくり現場を意味する「工房」という概念が
キーワードとして設定された。しかし，特定の部分的生産・加工機能に特化している中小工場の場
合，個々の工房としての特徴を活かすためにも，工房聞の多様で密度の濃いネットワーク化が必要
となってくる。そして，多様で独創的な工房の活発な地域内交流は地域社会に活力を与え，地域産
業に根を持つ個性的な生活文化を生み出す土壌を築き，地域が歴史的に形成してきた住工商のモザ
イク都市の21世紀的再生の可能性を切り拓く原動力として期待されている。このような意義づけを
持った工房ネットワーク都市というビジョンは墨田区のまちづくりと産業政策の中心的位置を占め
ている。
(3)地域ブランドの確立を目指した 3M運動
そして，墨田で営業し， f!動き，生活している人々が，自治と連帯の精神に基づいて，文化の香り
のする工房ネットワーク都市づくりに主体的に参加する仕組みとして大きな成果をあげているのが，
例年に産業振興会議で提案され，翌85年度から実施に移された3M運動である。第 lのMは「小さ
な博物館(ミュージアム)J運動である。これは事業者や市民が自発的に墨田の産業と文化を象徴
する「モノ」のコレクションを，工場・作業場・民家の一部を使って展示することにより，地元産
業への理解を深めてもらうとともに，街並みに根付いた手作りの工房文化地域を生み出す基礎単位
を形成している。区はこれらの施設に対して，建設時の補助金(1館45万円まで)と運営経費(月
2万円)を交付する形で支援している。今日では区内全域に，人形，ガラス製品，木工，編み物な
ど今日23の「小さな博物館」が，区民によって自主管理・運営されている。
第2のMは，高度な技能・熟練を体得している勤労者をマイスターに認定し，そのモノづくり能
力を公開・継承することと，それを土台にして独創的な製品を生み出す技術者・技能者を育成する
ことを目的とした「マイスター」運動である。現在では，伝統工芸と近代工業から42人のマイス
ターが選定され，異業種技術との結合による制作コンテストなどの新しい境地を切り妬きつつある。
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そして， IモデルショップJ運動(現在は工房ショップと称されている)が第3のMである。こ
れは製造業者自身が話題性のある底づくりに取り組み，自社製品を対外的にアピールし，市場ニー
ズ吸収力と市場指向型の技術力を高め，墨田区を人の集まる町にしようとする運動である。区はモ
デルショップ設立に際して，経費の半分を上限とし， 190万円までの補助金を給付するとともに，
共同PR事業などの側面支援を定期的に行なっている。また，工房ショップの集積を図るため北斎
通り周辺地区，両国南地区および、曳船周辺地区の3地区をモデル地区とし，ファッションタウンと
しての整備を図りつつある。
この 3M運動の成果を踏まえて，それを一歩先に進めた運動が「イチから始める運動Jである。
これは， 92年度から開催されているガラス同業市が先鞭を付けたもので， Iメイド・イン・すみ
だ」という地域ブランドの確立を目指した運動である。具体的にみると，墨田区でつくられる「イ
チばん良いものJIイチばん新しい」製品を Iイチばん最初に」墨田の市(イチ)で売ろう，とい
う内容の運動である。
また，工場のイメージを変えることと，町のイメージ・チェンジを一体化させた「フレッシュ夢
工場」づくり運動が91年度から始まった。これは，モデル工場の認定 (2000年時点で89社)を区が
行なうことにより，墨田区の工場をフレッシュで夢のある生産現場として，外見も中身もよりク
リーンで魅力的な働きがいのある労働環境に変えていく地域ぐるみの運動となっている。
このようにして，墨田区の地域産業振興政策の基本スタンスは I工房文化の都市」を目指した
まちづくり事業と一体化した形で，地域内で歴史的に形成・継承されてきたモノづくり能力と産業
集積を母体に(内発的振興)，これまでの墨田区工業の弱点であった製品開発力・販売力の外部へ
の依存を克服し，市場密着型のハイセンスな提案力のある都市型工業構造への転換を目指すこと
(自立化指向)，そのために中小企業の自主性と創造性を前提に，個々の工場を工房的実体にレベ
ルアップし，そのネットワーク化を推し進めることにより(自律化指向)，個性的なモノづくり能
力に裏打ちされた地域ブランドを保有する産業集積をっくり上げること，と要約することができる。
(4)地域産業の構造変革と自立化・自律化を目指した産業振興政策
墨田区の地域産業振興政策は，墨田区産業の21世紀的再生を目指す方向で，地域産業の構造変革
を支援する事業から成っており，それは3つの柱に区分することができる。
第lの柱は，組織づくり・人づくりである。墨田区の地域中小企業の自立化・自律化の前提は，
経営者・業者の企業家精神の主体的発揮にあることから，自治と連帯による地域産業振興の企画・
立案の場・組織づくりと人づくりが当初より重要視され，その中核として産業振興会議が位置づけ
られた。現在は工業と商業の2部会(年4回程度)から成っており，全体の総会は年2回聞かれて
いる。それは， 1つには，地域産業界の政策的要望や提案を議論する場であり， 2つには，行政が
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考えている施策内容を検討する場であり， 3つには，そこに参加する若手経営者の資質向上と地域
リーダーへの人材育成の場として機能している。墨田区では若手企業家集団の育成や異業種交流
リーダー育成など，多様な人づくり・組織づくりが行なわれている。
第2の柱は，構造変革支援のための墨田区産業政策の車の両輸を形成する 2つの核施設づくりで
ある。まず，区外に向かつて墨田区をPRし，販売促進を図るとともに，区内産業の交流のための
拠点として， 83年9月にすみだ産業会館が開設された。また， 86年4月には地域中小企業の指導・
支援拠点として，すみだ、中小企業センターがオープンした。ここでは，工房ネットワーク都市づく
りに関わる諸施策・事業の求心拠点としての役割を担う中小企業センターの特徴を考察することに
しよう。
墨田区は中小企業センターの設立目的を次の3つに要約している。 1つは，地域中小企業の経営
と技術の内的充実を図るための拠点として機能すること， 2つには，経営・技術・取引の相談・指
導を行なうとともに，講習・情報提供・交流などを一体的に提供できる場であること，そして3つ
には r中小零細企業のまち」の産業支援施設であるところから r経営・技術のための部門」と
「勤労者のための部門」を一体化しており，また地域活性化に役立ち文化性の高い建物であること
が，中小企業センターに諜せられた役割であった。
また，墨田区の産業振興政策の大きな特質として，地域ネットワーク形成に関わる地道な活動が
指摘される。その代表的事例は企業台帳という形での地域中小企業の実態把握である。 77年から 3
年かけて行なわれた製造業の悉皆調査を基に， 84年度から85年度にかけて再度アンケート調査を実
施し(製造業と卸売業)，従業員数，機械設備，取引銀行，主な取引先，年間売上高などの詳細な
データから成る企業台帳が整備された。これ以降，中小企業センターが母体となり， 4~5 年サイ
クルでデータの更新がなされている。この企業台帳は取引の斡旋・仲介や不況時の仕事おこしや受
注開拓の資料，経営・技術指導の際の「企業カルテ」として活発に利用されている。例えば，深刻
な不況に端ぐ町工場に仕事を呼び込むため， 1998年10月には墨田区の70人余りの部課長級の職員が
首都圏の400以上の企業を訪問し，一定数の受注案件を獲得するという目に見える成果が得られて
いる。
この他にも，中小零細企業の経営力強化を支援するため，実効性の高い独創的な施策が展開され
てきた。例えば，小零細企業に対する中小企業センターの相談業務は「待って相談に応じる」ので
はなく，実態調査の中でっかんだ問題点・課題を踏まえて，相談員が事業所に積極的に「出掛けて
行って一緒に考える」という巡回相談(別名，押しかけ相談)がセンター開設以来行なわれている。
また，企業相談員の手に余る問題については，区に登録されている専門家を無料で派遣するという
商工業アドバイザ一派遣事業で補完する仕組みになっている。
さらに，グループ化・ネットワーク化についても小零細企業に十分な目配りを行ない，規模や性
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格を問わず，また法人・任意を区別せず r下駄履きのグループ化」という発想で多様な形態のグ
ループ化を奨励・支援している。また，この基礎上で中小企業センターの事業の一環として「小さ
な企業，大きな集団」という基本理念と工場の相互見学・指導による技術の「レベル合わせ」など
の個性的な活動で全国的な注目を集めた「ラッシュすみだJ(23社)と，インターネットを媒介に
した fBネットJ(56社)の 2つの共同受注グループが活動している。さらに，異業種交流グルー
プも活発であり rCOSM021Jfプラス-1 Jなどの9つのグループがあり，グループ間交流の
促進や他地域との交流を支援するため「墨田区異業種交流グループ連絡会議」が設置されている。
そして，施策・事業の第3の柱は墨田工業の自立化， rメイド・イン・すみだ」という地域ブラ
ンド確立に向けた振興政策にある。この目的に向けたハード施設として，区内交通上の要衝である
JR錦糸町駅前に設立された「すみだ産業会館J(区と丸井の共同開発ビルの8階と 9階部分)は，
区内産業の交流とPRの場ならびに流通拠点としての役割を担っており，展示会・見本市のための
スペースをメインとし，区内優良製品の展示コーナー，情報サービスショップおよび、会議室から
成っている。なお，その機能は中小企業センターのサテライトの一環として位置づけられている。
また，先にみた 3M運動は，墨田の地域ブランド押し出しを目指したイメージアップ対策として
の側面をも合わせ持っている。これと密接な連関性の下で，経営者・従業員の意識改革と企業・地
域イメージの刷新を目的として，企業のCI，産業のCしまちのC1の三位一体的CI普及事業
が推進されている。さらに新技術・新製品開発支援に関しては，中小企業センター主導の開発研究
と自主グループによる開発研究助成の2本立てになっている。
そして今日，これまでの成果を踏まえて，狭義のファッション産業にとどまらず，製造業から飲
食・観光に至るまでの生活文化に関わる産業をすべてファッショシ産業と捉えた「すみだファッ
ションタウン構想」を基本に，墨田の製品の高い質を売る(すみだクオリティ)，墨田のオリジナ
リティを創造・発信する(メイド・イシ・すみだ)，製販一体型の工房ショップを中心として独自
のシステムで生産・販売する(すみだシステム)，という 3つの要素で構成される墨田ブランドの
育成・創造に施策の重点が絞り込まれ，墨田区地域産業の構造変革と自立化は新たな局面を迎えつ
つある。
3.経済構造転換の下での地域経済振興の新たな観点
以上の考察から明らかなように，世紀末の日本を直撃しているドラスティックな経済構造転換は，
地域経済と中小企業に対して，その存立基盤・ドメインの抜本的な転換を求めている。そこで最後
に， 21世紀に確固たる存立基盤を有する地域経済を再構築するための地域経済振興政策の新たな観
点を総論的に整理しておこう。
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[i中央指導型支援」から「地域主導型プロテeユース」への発想の転換]
これまでの自治体の地域経済振興政策の基本スタンスは，国家主導の産業政策の枠内で整備され
た政策メニューを基本にして，地域内の企業の生産性向上・競争力強化のための諸条件を整備する
ことにあり，どちらかといえば中央によって指導された支援体制という性格が支配的であった。地
域経済の振興ビジョンを策定する場合も，一定の理念とガイドラインを提出することに重点が置か
れ，自治体などが準備したいくつかの制度的な助成措置を利用しながら，個々の企業が白主的に活
動することを期待するパターンであった。
たしかに， 80年代までは日本経済の国際化は基本的に貿易面が中心であったために，また量的拡
大期にあたっていたため，国内での地域間・企業聞での生産分業構造も拡充・強化の局面にあった
ので，こうした中央指導型の地域支援体制はその効果を発揮してきたことは否めない事実である。
しかし， 90年代に入ると日本経済の枠組みが，国際化・情報化をキーワードにして根本的な変革
過程に突入しており，地域経済は21世紀を見据えた形で，改めてその存在意義・存立基盤を確立・
強化しなければならなくなっている。換言すれば，個々の企業の集積単位である地域経済の将来ビ
ジョンをグローパルな観点で策定し，理念像としてのあるべき地域経済を実現していく方向でのプ
ロデ‘ユース機能を自治体が持つ必要性が強調されねばならない。
すなわち，地域経済振興の基本スタンスは個性的な地域産業集積の形成をプロデ、ユースすること
に置かれねばならないであろう。多くの中小企業が危機打開と発展のための契機を見いだしえず，
海図なき航海に突入している今日，自治体産業政策の重要な課題は「海図と羅針盤Jを準備し，
「航海の目的地」を明確にすることであると忍われる。
[キーマンとリーディング-カンパニーの育成]
「中央指導型支援」から「地域主導型プロデユース」への転換の成否の鍵は，政策の策定・実
施・点検に関わるキーマンの確保・育成と地域経済のフロンティアを切り拓くリーディング・カン
パニーの組織化にかかっている，といっても過言ではない。
とくにキーマンに関しては，第 1に，地域経済の実情をよく掌握しており，経営者の信頼が厚く，
政策立案能力に富み，産業政策に熱き思いを持つ自治体職員の存在が不可欠な要件である。個性的
な政策を企画・立案し実施に移している全国の自治体ではどこでも， i異人種交流」能力にあふれ
た，このタイプの人材が確認できる。第2は，地域を愛し，個性的な集積づくりに熱意を持った，
人望ある地域中核企業の経営者の存在である。少なくとも，この2つの領域でのキーマン集団の二
人三脚体制の形成が最初にして最大の難関である。そして，彼らの周囲に若手のやる気のある経営
者や自治体・経済団体の職員を実行部隊として組織化することが，合わせて追求されねばならない。
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すなわち，新たな発想・観点での産業振興政策づくりのための「ヒトづくりJr組織づくりJの課
題である。
「地方の時代」の政策づくりを中央に依存することは論理矛盾である。個々の地域の特長と弱点
は地域の人聞が一番よく理解しているはずである。あくまでも，地域が主体とならねばならず，外
部の知恵・人材は利用するものだ，という発想に立たねばならない。
そのうえで，次にモノマネや借り物でない固有の地域経済振興の最低限の条件を考えてみよう。
[個性的な地域経済振興の条件]
第 lは，地域の実態に即した内発型の，しかし閉鎖的ではなく聞かれた形での地域産業集積の個
性の強化を目指し，まちづくりと一体化・連動したビジョンを地域の叡知を結集した形で造り上げ
ることである。この経過の熱意と幅の広がりが，政策の独倉IJ性・実現可能性を決定づける。
第2は，地域内での販売ないし商取引機能の確立である。生きた情報は必ず人間について回る。
地域内でのモノづくりのレベルを高めることは， r製品」づくりではなく 「商品」づくりにつなが
らなければならない。そのためには，多様な眼を持つ人間の交流を仕掛ける形での，工夫を凝らし
た身の丈にあった販売・展示機能を地域が持つ必要がある。東京の墨田区の事例が示すように，こ
の機能は，他方で，地域トレンド発信機能としての役割も有する。
第3は，地域の実態に見合った段階的な振興策の策定・推進である。自治体の振興政策の策定能
力および、地域中小企業の経営能力は一挙に高度化するものではない。一段一段，確実に目前の課題
をクリアーしていくことによって自信が付き，能力が高まる。
墨田区の経験に基づくと，内発的な地域経済振興政策は次の3つの段階でレベルアップしている
といえよう(表3参照)。第 l段階は「支援」という発想に基づく「待ち」の段階である。工業試
験場や経営指導所を設置い「相談を受けるJr依頼試験を引き受けるJr受発注相談を受けるJこ
とが中心になる段階である。多くの自治体では，この段階にとどまっているのが現状である。第2
段階は「働き掛け」の段階である。異業種交流や巡回指導などの経営者に対する働き掛けや，産業
祭などの各種イベントも含まれる。以上の2つの段階で自治体と経済界との連携が成熟する中で，
第3段階の「プロデユース」の段階が現実のものとなる。
第4は，地域住民が地域経済の重要性を理解し，愛着を持つような風土づくりが必要である。地
域住民が誇りを持てないような産業には，良い人材や若者が集まるはずがない。
第5の条件は，地元の金融機関が積極的に地域経済を育成していく役割を果たしているか否か，
である。資金と情報をワンセットで供給するのが地域密着型金融機関の役割である。各地の経済振
興の進展度を比較すると，地域金融機関のスタンスの違いが，そこには大きな影を落としているこ
とが確認される。
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表3 墨田区に見る内発的地域経済振興の3つの段階
第 1段階:r待ち」の段階
第2段階:r働き掛け」の段階
第3段階:rプロデユース」の段階
施設・制度の提供
すみだ中小企業センター
すみだ産業会館
制度融資
機器の開放利用 など
ヒトづくり・組織づくり・制度づくり
産業振興会議・業種別懇談会
すみだ中小企業センター運営会議
工房サテライト(工場アパート)
押し掛け相談
異業種交流など
地域振興・開発プロジェクトの推進
工房ネットワーク都市づくり
ファッションタウン構想
すみだブランドの推進
r 3MJ運動の推進
「イチから始めるJ運動
工房ショップの創出 など
注:関満博・西津正樹編『地域産業時代の政策』新評論， 1995年， 225頁の図を基に墨田区
を対象に加筆修正して作成。
むすびにかえて
21世紀は，先進工業諸国にとって，それぞれの民族の歴史性に裏打ちされた個性的な顔を持った
経済基盤形成の世紀になることは確実である。それゆえ，わが国にとってメイド・イン・ジャパン
の21世紀的再生の成否は，各地域の経済がこれまでに形成されてきた集積を土台に，さらにその個
性を先鋭化する方向でのモノづくり基盤の構築ができるか否かにかかっている。そのためには，発
想、の大転換と大いなるチャレンジ精神が求められている。この課題がクリアーされる糸口が見えた
とき，生き残りを賭けた地域間「競争」の局面から，共生型の地域間「共倉IJ の歯車が回転し始め，
「地方の時代」はスローガンの段階から実践的課題の段階に移るであろう。
【注】
(1)中小企業庁編『中小企業の再発見 80年代中小企業ビジョン』財団法人通商産業調査会， 1980 
年7月. 7頁. 10頁。
(2)拙稿「中小企業のモノづくり特性についてJIi'中小企業季報.lI2000年No.3.大阪経済大学を参
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照されたし。
(3)第2節は，財団法人特別区協議会が組織化した特別区産業振興研究会(1998年8月から2000年
3月)での議論と現地調査ならびに東京都・区役所の資料に基づいて執筆した。研究会の報告書
は， (財)特別区協議会調査部資料室から1999年3月に『特別区の産業振興に関する調査報告書一
製造業支援策と広域的連携を中心に一~，また2000年 3 月に『特別区の産業振興に関する調査報
告書 特別区産業振興研究会報告 』として公表されている。
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